平成　　年　月　　日
書面取締役会について
平成18年5月1日会社法の施行を受け、当社では平成　年　月　日定款の変更を行い、「取締役会の決議の省略」（いわゆる「書面取締役会の開催」）の運用を平成　年　月　日より開始しております。
各監査役におきましては、「異議の有無に関する書面」を提出いただいております。
以上
【参考法令】
会社法第370条（取締役会の決議の省略）

　　取締役会設置会社は、取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につき取締役（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監査役設置会社にあっては、監査役が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、当該提案を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす旨を定款で定めることができる。
当社 定款第○条（取締役会の決議の省略）

　　会社は、取締役の全員が取締役会の決議事項について書面又は電磁的記録により同意したときは、当該決議事項を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査役が異議を述べたときはこの限りでない。
当社 取締役会規則第○条（取締役会の決議の省略）

　　前条にかかわらず、取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につき取締役の全員（当該事項について議決に加わることができるものに限る。以下本条において同じ。）が書面又は電磁的記録により同意する旨の意思表示をしたとき（監査役が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、当該事項について可決する旨の取締役会決議があったものとみなす。
2 前項の提案を行う取締役は、取締役会議長に対し、次の事項を通知し、取締役社長が

これらの事項を、書面又は電磁的方法により、各取締役及び各監査役に対して通知するものとする。

　１　決議の目的事項

　２　各取締役が同意する旨の意思表示をするべき期限

　３　監査役が異議を述べるべき期限

3 第1項の取締役会決議があったものとみなす時期は、取締役の全員から、書面又は電
磁的記録により提案につき同意する旨の意思表示がされたときとする。
